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ADB, 2006 年中国の経済成長率を 10.4％に上方修正 
 
[マニラ フィピン ９月６日]  投資と輸出の拡大により、中国経済は 2006 年には 10.4％の経

済成長を遂げるだろうと、「アジア開発展望（ADO）２００６年改訂版」は予測している。 
 
「今年前半、投資、輸出、輸入全てが増加し、経済が急成長した。金融財政の引き締め措置に

続き８月半ばに利上げをしたが、年後半の景気の冷え方は緩やかになるだろう。現状の投資ブ

ームが続くと、恒常的に生産能力過剰になってしまう可能性があると懸念している」と、ADB
のチーフエコノミスト、イフサル・アリ氏は述べた。 
 
中国は 2005 年の 10.2％の成長に続き、今年前半、予測よりも高い 10.9％の成長を遂げた。

2006 年通年では、ADB の年次経済刊行物である「アジア開発展望 2006 年」で４月に発表した

中国の２００６年の成長率 9.5％よりもかなり高い修正となった。2007 年の中国経済は 9.5％
の成長が見込まれる。 
 
改訂版はアジアの 43 の開発途上国全体の経済成長率を 2006 年には 7.7％としており、４月の

予測、7.2％より上方修正した。 
 
2006 年前半、中国においては投資の拡大が著しく、設備投資は前年比 29.8％増加した。輸出

の伸びは前年比 25.2％、輸入は 21.3％増加し、そのため今年前半で、614 億ドルの貿易黒字が

発生した。 
 
改訂版によると、今年前半に中国経済が急成長したため、幾つかの産業部門での過剰生産能力

と、急成長の反動による経済活動の急激な鈍化などの懸念が高まった。中国当局は、２回の利

上げと土地投資の規制強化等、幾つかの景気抑制策を取って景気を冷やそうとしてきた。中央

銀行も一部貸し出しを直接管理し、銀行の流動性を吸収するための方策も取ってきた。 
 
中国高官の発表からすると追加の景気抑制策が発表される可能性がある、と ADO 改訂版は述

べている。これらの施策が景気に与える影響がどのようになるかは不透明。 
 
中国の経済安定化という課題は複雑化している。例えば、地方の役人は投資を促進する奨励策

を実施する権限を有しているが、中央政府の目標と合致しないことがある。また中国における

金利の変更は、 その信用への需要と配分において、必ずしも 完全な市場主義経済と同じよう

な効果があるわけではない。 
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有効な金融・財政策を取る上での障害、行政の諸政策の微調整することの難しさは、2007 年の

展望をかなり不確実なものにしている、と ADO 改訂版は述べている。世界経済の軟調な動き

によって、輸出の伸びが緩慢になるため、貿易黒字の増加はゆるやかになると考えられる。 
 
急速な経済成長にも関わらず、消費者物価の動きはおだやかである。これは、現在の景気拡大

がサプライサイドのものであり、産業能力の急速な拡大によってもたらされたものによる、と

ADO 改訂版は述べている。穀物の収穫が良かったことも、価格上昇を押さえる要因となった。

2006 年のインフレ率は 1.6％と予測され、４月の予測、2.3％より下落した。2007 年にインフ

レ率は 1.8％と予測される。 
 
「展望へのリスクは絶妙にバランスが取られています。もし投資の伸びが鈍化しなければ、

2007 年は再び急上昇に驚かされるかもしれません。そうなると後の調整がさらに難しくなるで

しょう。しかし当局が急にブレーキを深く踏みすぎると、予測した以上に GDP は落ちるかも

しれません」とアリ氏は述べた。 
 
中国は、これまで成長を抑制するのに成功も失敗もあった。1989 年から 1990 年にかけて政府

が新たな投資案件の承認をやめたところ、成長率は 12％から 4％に急降下。それとは反対に、

1990 年代には、政府はソフトランデイングに成功し、成長率は 12％から 7-8％になった。 
 
ADO 改訂版は、中国の貧富の差についても検証している。「中国が農業中心の中央政府によっ

て統制された計画経済から工業化した市場主義に移行する過程で、ある程度の収入配分が悪化

するのはさけられないが、格差が拡大してきたことは懸念事項である」と報告書は述べている。 
 
農村部での収入を増やし生活の質を向上させる施策は格差拡大の圧力を弱めるだろう。ショッ

クとリスクに対して無防備な人々のための、セーフテイネット等の社会保護のためにより多く

の公的資源が使われる必要がある、と報告書は述べている。 
 


